
事業名称
労働人口減少社会に対応するための企業規模拡大支援による競
争力強化プロジェクト

事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

31,254千円

事業概要
人口減少下において、廃業の減少と労働生産性の向上につなげることを目的として、事業承継・Ｍ＆Ａへの理解を深める学びの場の
提供と事業協同組合等が取り組む規模拡大につながる業務の共同化への支援を行う

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○事業承継やＭ＆Ａの推進（1,270千円）
（1）支援機関連携による事業承継・Ｍ＆Ａセミナーの開催

（需用費、使用料等）1,270千円
企業規模拡大へのマインドの醸成を図るため、金融機関、商工団体、
事業承継・引継ぎ支援センターと合同で、事業承継やＭ＆Ａに抵
抗感を抱く経営者の心理的ハードルを下げるためのセミナーを開催す
る。

○複数企業による業務共同化を支援（29,984千円）
（1）業務共同化モデル実証補助金の実施

（補助金）15,000千円
省力化・省人化効果を実証するモデル事例を創出するため、県内
中小企業を含み２社以上で構成する連携体又は事業協同組合
等による業務の共同化の取組に対し、資金支援を行う。
（2）コンサルタントによる業務共同化の伴走支援

（委託料）14,984千円
省力化・省人化の支援を専門とするコンサルへ委託し、業務共同化
モデル実証補助金の補助事業者を伴走支援することにより、業務共
同化による省力化・省人化の優良事例を創出する。

実施
体制

※事業推進主体や委託先、再委託先等を含め、
交付金事業を実施・執行する者の役割・関係
性が分かるように記載すること。
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